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平 成 ２ ５ 年 ９ 月 ２ ７ 日 

総 務 部 財 政 課 

 

平成２４年度一般会計決算見込み等の概要 

Ⅰ 総括 

平成24年度は，被災施設等の早期復旧や福島第一原子力発電所事故による風評被害の払拭など，

東日本大震災からの復旧・復興事業に引き続き取り組むとともに，県総合計画に基づき，経済・雇用

対策，少子化対策，将来を担う人材の育成，産業の活性化など本県の重要な課題に対応するための事

業，さらには多額の将来負担額を抱える保有土地対策などに取り組みました。なお，平成24年度の

決算額は，東日本大震災に係る国庫支出金や地方交付税の減等により，歳入歳出ともに前年度を下回

る規模となっております。（歳出決算額のうち東日本大震災関連事業は 1,313億円で11.4％を占めて

います。） 

 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は，いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち，将来負担比率については，保有土地対策に計画的に取り組んだことなどによ

り，263.3％（見込み）と前年度に比べ12.9ポイント減少したところですが，依然として高い水準に

あります。 

 

歳入では，実質的な県税（地方消費税清算後，地方法人特別譲与税を含む）に若干の改善が見られ

たものの，歳出では，義務的経費（人件費，扶助費，公債費）が高い水準にあることから，本県財政

は依然として厳しい状況が続いております。 

このため，今後の財政運営に当たっては，東日本大震災からの復旧・復興を着実に進める一方で，

「第６次行財政改革大綱」等に基づき，引き続き徹底した行財政改革を進める必要があります。 

 

【ポイント】 

◆平成２４年度一般会計決算見込み 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆１，７３２億円（△５２０億円，△４．２％） 

    震災関係の国庫支出金，地方交付税が減少   

・歳 出：１兆１，４９６億円（△４７０億円，△３．９％） 

    震災復興，雇用に関する基金積立金や投資的経費が減少 

    ※東日本大震災関連事業(１，３１３億円)を除く歳出決算額は１兆１８３億円(△１４８億円，△１．４％) 

 

○実質収支：７５億円（＋１５億円）  

    Ｈ19:51 億円，Ｈ20:19 億円，Ｈ21:22 億円，Ｈ22：45 億円，Ｈ23：60 億円 

 

○県債現在高：２兆５３１億円 （＋５３４億円，＋２．７％） 

    特例的県債残高の増加により，総額は過去最高 

    特例的県債を除く県債残高は減少（△２８０億円，△２．０％） 
＊特例的県債・・・地方交付税の肩代わりのため発行した臨時財政対策債や，減収補塡債など 

 

◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（見込み） 
    いずれも早期健全化基準に該当しない                    

○実質赤字比率,連結実質赤字比率：該当なし（H23：該当なし） 

○実質公債費比率：  14.1%（△ 0.1%）  （H23： 14.2%， 32 位，全国平均： 13.9%）   

○将 来 負 担 比 率： 263.3%（△12.9%）  （H23：276.2%， 4 位，全国平均：217.5%）  
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Ⅱ 平成２４年度一般会計決算見込み 

１ 決算収支 

平成24年度一般会計の決算額は，歳入総額1兆1,731億82百万円，歳出総額1兆1,496億46百万円で，

前年度と比較すると，歳入においては519億89百万円，4.2％の減，歳出においては470億45百万円，3.9％

の減となっています。 
 

この結果，歳入歳出差引（形式収支）は，235億36百万円となりましたが，このうち平成25年度への繰越事

業の財源として 160 億39 百万円を充当しましたので，平成24 年度の収入と支出の実質的な差額である実質

収支は，74 億97 百万円の黒字となりました。 

 

 

＜平成２４年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区 分   平成２４年度 平成２３年度 増減額 増減率(%) 

歳 入 総 額  ( A ) 1,173,182 1,225,171 △51,989 △4.2% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,149,646 1,196,691 △47,045 △3.9% 

歳 入 歳 出 差 引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
23,536 28,480 △4,944 △17.4% 

翌年度に 繰り 越す べ き 財源（ Ｄ ） 16,039 22,496 △6,457 △28.7% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 7,497 5,984 1,513  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 



 -3- 

２ 歳入決算 
平成24 年度の歳入決算額は，1 兆 1,731 億82 百万円で，前年度に比べ 4.2％の減となっています。 

   歳入の主なものについては，以下のとおりです。 

①県税は，火力発電用燃料の輸入増などに伴う地方消費税の増や企業収益の増加に伴う法人二税の増

等により，173 億95 百万円，5.7％増の 3,223 億44 百万円 

②地方譲与税は，企業収益の増加に伴う地方法人特別譲与税の増等により，12 億 15 百万円，3.1％増の

403 億 61 百万円 

③地方交付税は，震災復興特別交付税の減等により，519 億 19 百万円，20.8％減の 1,971 億 72 百万円 

④国庫支出金は，環境保全基金など各種基金の原資となる補助金の減等により，175 億32 百万円， 

10.0％減の 1,582 億34 百万円 

⑤諸収入は，中小企業融資資金貸付金の償還の減等により，105 億79 百万円，7.1％減の 

1,376 億19 百万円 

⑥県債は，公共事業等債，退職手当債の発行額の減等により，17 億58 百万円，1.0％減の 

1,697 億58 百万円 

 

これらの結果，自主財源（県税，分担金，使用料など，県が自主的に収入しうる財源）は 6,057 億円で，前年

度に比べ199億円，3.4％増加し，その構成比は歳入全体の51.6％となります。これに対し，依存財源（国庫支

出金，地方交付税，県債など，国から定められた額を交付されたり，割り当てられたりする収入）は5,675億円

で，前年度に比べ 719 億円，11.2％減少し，その構成比は歳入全体の 48.4％になります。 

 

＜平成２４年度一般会計歳入決算状況＞    

         （単位：百万円） 

区         分 

平 成 ２ ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ３ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 322,344（ 27.5%） 304,949（ 24.9%） 17,395 5.7% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 54,070（  4.6%） 54,203（  4.4%） △133 △0.2% 

地 方 譲 与 税  40,361（  3.4%） 39,146（  3.2%） 1,215 3.1% 

地 方 特 例 交 付 金  984（  0.1%） 2,798（  0.3%） △1,814 △64.8% 

地 方 交 付 税  197,172（ 16.8%） 249,091（ 20.3%） △51,919 △20.8% 

 
 
 
 

普 通 交 付 税 
特 別 交 付 税 
震災復興特別交付税 

 

 

 

175,469（ 15.0%） 

2,558（  0.2%） 

19,145（  1.6%） 

178,231（ 14.5%） 

22,449（  1.8%） 

48,411（  4.0%） 

△2,762 

△19,891 

△29,266 

△1.5% 

△88.6% 

△60.5% 

交通安全対策特別交付金  994（  0.1%） 1,015（  0.1%） △21 △2.1% 

分 担 金 及 び 負 担 金 ※ 10,600（  0.9%） 10,535（  0.9%） 65 0.6% 

使 用 料 及 び 手 数 料 ※ 11,411（  1.0%） 11,451（  0.9%） △40 △0.3% 

国 庫 支 出 金  158,234（ 13.5%） 175,766（ 14.3%） △17,532 △10.0% 

財 産 収 入 ※ 3,876（  0.3%） 2,630（  0.2%） 1,246 47.4% 

寄 附 金 ※ 1,434（  0.1%） 1,576（  0.1%） △142 △9.0% 

繰 入 金 ※ 35,845（  3.1%） 43,269（  3.6%） △7,424 △17.2% 

繰 越 金 ※ 28,480（  2.4%） 9,028（  0.7%） 19,452 215.5% 

諸 収 入 ※ 137,619（ 11.7%） 148,198（ 12.1%） △10,579 △7.1% 

県   債  169,758（ 14.5%） 171,516（ 14.0%） △1,758 △1.0% 

計 1,173,182（100.0%） 1,225,171（100.0%） △51,989 △4.2%  

表中「※」印は，自主財源 
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３ 歳出決算 

平成24 年度の歳出決算額は，1 兆 1,496 億46 百万円で，前年度に比べ 3.9％の減となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは，以下のとお

りです。 

(１)歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると，最も構成比が高いのは教育費で 23.2％，次いで       

保健福祉費16.6％，公債費12.4％，土木費8.9％となっています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①総務費は，東日本大震災復興基金積立金の減等により，262億72百万円，37.2％減の443億43百万円 

②企画開発費は，公共工業団地に係る計画償還の減等により，81 億53 百万円，14.0％減の 

500 億 44 百万円 

③生活環境費は，環境保全基金積立金の減等により，90 億40 百万円，49.2%減の 93 億20 百万円 

④労働費は，雇用創出等基金積立金の減等により， 35 億21 百万円，17.1％減の 170 億 15 百万円 

⑤商工費は，中小企業融資資金貸付金の減等により，34 億27 百万円，3.5％減の 959 億円 

⑥土木費は，治水直轄事業負担金，道路補修費の減等により，106 億17 百万円，9.4％減の 

1,019 億12 百万円 

⑦災害復旧費は，東日本大震災に伴う災害復旧費の増により，43 億24 百万円，12.0%増の 

404 億 67 百万円 

 

＜平成２４年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
平 成 ２ ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ３ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,591（  0.1%） 1,732（  0.1%） △141 △8.1% 

総 務 費 44,343（  3.9%） 70,615（  5.9%） △26,272 △37.2% 

企 画 開 発 費 50,044（  4.4%） 58,197（  4.9%） △8,153 △14.0% 

生 活 環 境 費 9,320（  0.8%） 18,360（  1.5%） △9,040 △49.2% 

保 健 福 祉 費 190,220（ 16.6%） 189,499（ 15.9%） 721 0.4% 

労 働 費 17,015（  1.5%） 20,536（  1.7%） △3,521 △17.1% 

農 林 水 産 業 費 49,953（  4.3%） 53,243（  4.4%） △3,290 △6.2% 

商 工 費 95,900（  8.3%） 99,327（  8.3%） △3,427 △3.5% 

土 木 費 101,912（  8.9%） 112,529（  9.4%） △10,617 △9.4% 

警 察 費 59,722（  5.2%） 59,151（  5.0%） 571 1.0% 

教 育 費 267,046（ 23.2%） 270,527（ 22.6%） △3,481 △1.3% 

災 害 復 旧 費 40,467（  3.5%） 36,143（  3.0%） 4,324 12.0% 

公 債 費 142,992（ 12.4%） 135,541（ 11.3%） 7,451 5.5% 

諸 支 出 金 79,121（  6.9%） 71,291（  6.0%） 7,830 11.0% 

計 1,149,646（100.0%） 1,196,691（100.0%） △47,045 △3.9% 
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(２)歳出決算の性質別内訳 

歳出は，性質別に「義務的経費」，「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は，人件費，扶助費及び公債費の合計であり，平成24 年度決算額は 4,868 億22 百万円で，歳

出総額の 42.4％を占めています。投資的経費は，普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり，補助

事業，単独事業及び直轄事業負担金に分けられ，その合計は，1,910 億 81 百万円で，16.6％を占めています。

その他の経費は，4,717 億43 百万円，41.0％を占めています。 

主なものは，以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は，基本給，退職手当及び共済組合負担金の減等により，80 億93 百万円， 

2.4％減の 3,225 億99 百万円，  

公債費は，償還金の増等により，73 億84 百万円，5.5％増の 1,427 億 48 百万円 
 

②投資的経費は，治水直轄事業負担金や道路補修費の減等により，補助・単独・直轄合計で 

94 億16 百万円，4.7％減の 1,910 億 81 百万円 
 

③その他の経費のうち，積立金は，東日本大震災復興基金や環境保全基金など東日本大震災に係る基金

積立金の減等により，342 億56 百万円，52.2％減の 313 億98 百万円， 

出資・貸付金は，中小企業融資資金貸付金の減等により 100 億39 百万円，8.0%減の 1,157 億37 百万円 

 

＜平成２４年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

平 成 ２ ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

平 成 ２ ３ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 486,822（ 42.4%） 489,372（ 40.8%） △2,550 △0.5% 

 

  人 件 費 322,599（ 28.1%） 330,692（ 27.6%） △8,093 △2.4% 

  扶 助 費 21,475（  1.9%） 23,316（  1.9%） △1,841 △7.9% 

  公 債 費 142,748（ 12.4%） 135,364（ 11.3%） 7,384 5.5% 

投 資 的 経 費 191,081（ 16.6%） 200,497（ 16.8%） △9,416 △4.7% 

  補 助 事 業 費 102,405（  8.9%） 101,273（  8.5%） 1,132 1.1% 

 

 単 独 事 業 費 66,451（  5.8%） 70,242（  5.9%） △3,791 △5.4% 

 直轄事業負担金 22,225（  1.9%） 28,982（  2.4%） △6,757 △23.3% 

そ の 他 の 経 費 471,743（ 41.0%） 506,822（ 42.4%） △35,079 △6.9% 

 

  物 件 費      39,363（  3.4%）     40,471（  3.4%）   △1,108    △2.7% 

 出 資 ・ 貸 付 金 115,737（ 10.1%） 125,776（ 10.5%） △10,039 △8.0% 

 補助負担交付金 263,713（ 22.9%） 254,878（ 21.3%） 8,835 3.5% 

 積 立 金 31,398（  2.7%） 65,654（  5.5%） △34,256 △52.2% 

 維 持 補 修 費 7,424（  0.7%） 8,108（  0.7%） △684 △8.4% 

 繰 出 金 14,108（  1.2%） 11,935（  1.0%） 2,173 18.2% 

計 1,149,646（100.0%） 1,196,691（100.0%） △47,045 △3.9% 
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４ 県債現在高 

県債現在高は，通常分の県債残高は減少しておりますが，特例的県債の残高が増加したため，過去最高

となっております。 

今後，中長期的に持続可能で健全な財政構造を確立するため，歳入・歳出両面にわたり徹底した改革を進

めることで県債の新規発行額を抑制することにより，県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）

をさらに減少させることを目指します。 

（単位：百万円） 

区             分 平成24 年度 平成23 年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,053,136 1,999,763 53,373 2.7% 

 特例的県債を除く県債現在高 1,358,099 1,386,104 △28,005 △2.0% 

  ＊ 特例的県債・・・地方交付税の肩代わりのため発行した臨時財政対策債や，減収補塡債など 

 

（参考） 東日本大震災関連事業の歳出決算額 

    東日本大震災に伴う震災関連事業の歳出決算額は 1,312 億 61 百万円で全体に占める割合は 11.4％とな

っています。 

     なお，震災関連事業を除く歳出決算額は，前年度と比較すると 148 億3 百万円，1.4％減の 

１兆 183 億85 百万円となっています。 

 

   一般会計款別(目的別)における東日本大震災関連事業の歳出決算額          （単位：百万円） 

区           分 
平成２４年度決算額  

平成２３年度 

決  算  額 

東日本大震災関連除く(Ｂ） 

東日本大震災関連を除く比較 

 
東日本大震災 

関連 

東日本大震災 

関連除く  (Ａ） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,591 2 1,589 1,730 △141 △8.2% 

総 務 費 44,343 5,092 39,251 46,970 △7,719 △16.4% 

企 画 開 発 費 50,044 705 49,339 57,558 △8,219 △14.3% 

生 活 環 境 費 9,320 3,603 5,717 6,861 △1,144 △16.7% 

保 健 福 祉 費 190,220 6,653 183,567 174,383 9,184 5.3% 

労 働 費 17,015 10,483 6,532 2,185 4,347 198.9% 

農 林 水 産 業 費 49,953 3,131 46,822 51,278 △4,456 △8.7% 

商 工 費 95,900 47,610 48,290 58,059 △9,769 △16.8% 

土 木 費 101,912 11,123 90,789 99,264 △8,475 △8.5% 

警 察 費 59,722 563 59,159 58,867 292 0.5% 

教 育 費 267,046 2,413 264,633 269,009 △4,376 △1.6% 

災 害 復 旧 費 40,467 39,871 596 194 402 207.2% 

公 債 費 142,992 4 142,988 135,541 7,447 5.5% 

諸 支 出 金 79,121 8 79,113 71,289 7,824 11.0% 

計 
1,149,646 

 

131,261 

（11.4%） 

1,018,385 

(88.6%) 

1,033,188 

 

△14,803 

 

△1.4% 

 



 -7- 

Ⅲ 地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率等 

１ 健全化判断比率                                ＊ 平成２４年度は見込み 

前年度に引き続き，４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は，実質収支が赤字であった会計がないため，該当なしの見込 

みです。 

②実質公債費比率は，前年度から 0.１ポイント減の 14.1％となる見込みです。 

③将来負担比率は，多額の将来負担額を抱える保有土地対策に計画的に取り組んだことや，標準財政規

模が増えたこと等により，前年度に比べ 12.9 ポイント減少し，263.3％となる見込みです。 

（  ）：全国順位 

区              分 平成２４年度 平成２３年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実 質 公 債 費 比 率 14.1% * 14.2% (32位) 25.0% 35% 

将 来 負 担 比 率 263.3% * 276.2% ( 4位) 400.0%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 
区   分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

茨   城 － 15.7 15.5 14.7 14.4 14.5 14.2 14.2 14.1* 

全国平均 － 14.9 14.7 13.5 12.8 13.0 13.5 13.9 (未公表) 

将来負担比率                                                           （単位：％） 
区   分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ H２３ H２４ 

茨   城 － － － 289.9 288.7 295.9 280.3 276.2 263.3* 

全国平均 － － － 222.3 219.3 229.2 220.8 217.5 （未公表） 

 

２ 資金不足比率 

前年度に引き続き，対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分 平成２４年度 平成２３年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － * － 20.0%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計，工業用水道事業会計，病院事業会計，鹿島臨海都市計画下水道事業会計，地域振興事

業会計，流域下水道事業会計，港湾事業特別会計，都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実 質 赤 字 比 率：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 
将 来 負 担 比 率：公営企業，出資法人等を含めた，一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政規

模に対する比率（ストック指標） 
 
資 金 不 足 比 率：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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（参考） 主な財政指標（普通会計） 

 

経常収支比率は，補助負担交付金，公債費等の増などにより，前年度に比べ0.1ポイント増加し，91.7％

となる見込みです。 

（  ）：全国順位 

区              分 平成２４年度 平成２３年度 

財 政 力 指 数 0.59309 0.60344（ 8位） 

経 常 収 支 比 率 91.7% 91.6%（40位） 

 

 

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は単純平均，H24 は速報値 

 

財政力指数 

区   分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 
茨   城 0.52660 0.54868 0.60389 0.64201 0.67609 0.66783 0.63836 0.60344 0.59309 

全国平均 0.41125 0.42806 0.46365 0.49715 0.52062 0.51568 0.48985 0.46523 0.48590 

 

経常収支比率                                                           （単位：％） 
区   分 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 

茨   城 93.1     94.1     95.5  96.8 96.0 93.4 90.2 91.6 91.7 

全国平均 92.4    92.8 93.6 96.7 95.3 95.2    90.8 93.9 (未公表) 

 
 
 
 

財 政 力 指 数：基準財政需要額（地方公共団体が妥当かつ合理的な平均水準で行政を行った場合に要す 

る財政需要を示す額）に対する基準財政収入額（標準的に収入しうると考えられる地方

税等）の割合で，１に近いほど財源に余裕があるものとされ，１を超える団体は地方交

付税の不交付団体となる。［過去３年間の平均］ 

 

経 常 収 支 比 率：経常的に収入される一般財源総額に占める，経常的経費に充当される一般財源の割合で，

財政構造の弾力性を測定する比率として使われ，この数値が高いほど，一般財源に余裕が

ないことを示す。 

 

 


